様式１

（別記２）（内表紙標準様式）

　　 

耐 震 診 断 報 告 書

	建物名称


	建物棟名


平成　　年　　月

	発注者


	受注者（申込者）


	診断担当者


	（構造）


（別記３）（内表紙標準様式）

　　 

耐 震 診 断 概 要 書

	建物名称


	建物棟名


平成　　年　　月

	発注者


	受注者（申込者）


	診断担当者


	（構造）


　　　　　 
（診断様式Ⅰ）
＜総括＞　本概要書の概要
	建築物の名称
棟名
	

	１．建築物の概要

	構　　造
	
	設計年
	

	階　　数
	
	延べ面積
	
	竣工年
	

	架構形式
	Ｘ方向
	

	
	Ｙ方向
	

	主な仕上
	屋　根
	

	
	外　壁
	

	
	床
	

	基礎構造
	基礎形式
	

	
	支持形式
	

	その他特記事項
	

	２．耐震診断結果

	耐震診断者名
	受注者
	
	再委託構造担当
	

	準拠基準
	

	構造種別
	RC造・SRC造
	S造

	診　断　条　件
	診断次数
	
	

	
	耐震判定基本指標Es
	
	


	
	地域係数Z
	
	

	
	用途係数U
	
	

	
	地盤指標G
	
	

	
	経年指標T
	
	

	診断結果
	
	IS
	CTU・SD
	IS
	q

	
	判定指標値
	
	
	
	

	
	最小IS値(階)
	
	
	
	

	使用電算プログラム名等
	準備計算
	

	
	診断計算
	

	耐震診断結果の概要
	

	その他特記事項
	


注）各欄とも簡潔明瞭に記載してください。次ページの記載例を参考としてください。
注）この表は適宜欄を広げるなどして記入しますが、原則としてA4版1枚としてください。
注）「使用電算プログラム名等」欄は、プログラム名、Version名、会社名を記載してください。
注）耐震診断報告書（成果品）に添付する場合は、名称は「本報告書の概要」となります。
目　　　　次(耐震診断)
	§１　建物の概要
	P. ＊


	
	1-1
	一般事項　   
	（診断様式１）

	
	1-2
	診断結果表   
	（診断様式２）

	
	耐震診断用 諸指標・材料強度 
	（共通様式１）

	
	1-3
	現況写真、現況図

	
	・写真、意匠図、構造図


	§２　現地調査の概要
	P. ＊


	
	2-1
	調査結果
	（診断様式３）

	
	2-2
	調査結果の考察

	
	2-3
	図面照合

	
	2-4
	コンクリート調査（圧縮強度、中性化、ひび割れ）

	
	2-5
	床レベル調査

	
	2-6
	荷重調査

	
	2-7
	鉄筋調査

	
	2-8
	鉄骨調査

	
	2-9
	エキスパンション・Ｊ調査


	§３　耐震診断の概要
	P. ＊


	
	3-1
	診断範囲

	
	3-2
	診断方法（準拠基準等）

	
	3-3
	診断方針（モデル化、解析方法）

	
	3-4
	診断条件（材料強度、荷重条件等）

	
	3-5
	形状指標、経年指標

	
	3-6
	柱・壁の破壊形式（耐力伏図・軸組図）

	
	3-7
	Ｃ・Ｆ指標図

	
	3-8
	第２種構造要素の判定

	
	3-9
	構造特性及び耐震性能診断表


	§４　その他の検討
	P. ＊


	
	4-1
	従たる構造部材、非構造部材、付属工作物、妻面間柱などの診断結果

	
	4-2
	基礎、地業（地盤の状況・液状化）、杭の水平耐力などの診断結果

	
	4-3
	積雪荷重増加の検討


	§５　総合所見
	P. ＊


	
	5-1
	建物の概要

	
	5-2
	現地調査結果概要

	
	5-3
	耐震診断結果概要

	
	5-4
	その他の検討結果（従たる構造部材、診断範囲とした非構造部材・付属工作物）

	
	5-5
	基礎、地業（地盤・液状化、杭の水平耐力）

	
	5-6
	留意事項（維持管理、改修設計時に必要と思われる調査･解析への提言）


　(診断様式１)
§１　建物の概要
1-1 一般事項
	建物の名称
	

	建築場所
	

	用途
	（竣工時）　　　　　　　　　　　　　（現状）

	設計者等
	既存建物
	設計者
	

	
	
	監理者
	

	
	
	施工者
	

	
	
	診断者
	受注者
	
	再委託
構造担当
	

	
	改修建物
	建築(意匠)設計
	(※改修計画の場合に記載)

	
	
	構造設計
	(※改修計画の場合に記載)

	建物規模
	敷地面積
	㎡
	建築面積
	 ㎡

	
	延べ面積
	㎡
	基準階面積
	 ㎡

	
	軒高
	ｍ
	最高の高さ
	 ｍ

	
	基準階階高
	ｍ
	地階階高
	 ｍ

	建物履歴
	設計年
	年
	竣工年
	　　　　　　　　　　 年

	
	増築・改築
	有 ・ 無
	(履歴の内容)

	
	補修・模様替
	有 ・ 無
	

	
	用途変更
	有 ・ 無
	

	
	火災
	有 ・ 無
	

	
	震災
	有 ・ 無
	

	構造概要
	構造種別
	造
	構造形式
	

	
	階数
	地上　　階　　・　　地下　　階　　・　　塔屋　　階

	
	基礎形式
	
	地  業
	直接 
	杭(種別)

	
	地盤
	１種 ・ ２種 ・ ３種
	支持層
	
	杭径
	杭長

	
	敷地概況
	
	地耐力
	
	杭支持力

	設計図書
	既存図面等
	意匠図    ：　　一般図 　有　・　無  　詳細図 　有　・　無

	
	
	構造図　　：　　有　・　無
	構造計算書　 ：　 有　・　無

	
	
	地質調査資料 ： 有  ・  無     （近隣資料     有 ・ 無 ）

	
	添付図書
	写真（抜粋）・意匠図・構造図・地質調査資料等

	(下地共)
仕上概要
	屋根
	

	
	外壁
	

	
	天井
	

	
	内壁
	

	
	床
	

	その他
	垂直積雪量
	(設計時)   　　　　　　　　　　(現状)

	
	・従たる構造部材（塔屋・煙突・庇・屋外階段・付属建屋・その他　　　　　　　）
・付属工作物（　　　　　　） ・ その他(           )　・ EXP.Jの 有無


（診断様式２）

1-2　診断結果表

	建物名称
（棟名）
	

	層重量(kN)
	階
	
	階
	
	階
	
	階
	

	単位重量(kN/m2)
	階
	
	階
	
	階
	
	階
	

	柱・壁量(cm2/m2)
	X方向
	階
	
	階
	
	階
	
	階
	

	
	Y方向
	階
	
	階
	
	階
	
	階
	

	耐震診断結果（正・負加力で不利な数値を記入）

	判定指標値
	RC造、SRC造　ISO=        CTU・SD=

	
	S造　　　  IS=              q=

	方向
	階
	F
	EO
	SD
	T
	IS
	CTU・SD
	判定

	
	
	
	
	
	
	
	q
	

	X方向
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Y方向
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	結果

(特性)
	X方向
	

	
	Y方向
	

	その他
	


注）「判定」の欄と「結果(特性)」の欄は、準拠基準に基づいた判定結果を必ず記載してく

ださい。

注）「その他」の欄は、従たる構造部材、その他の診断対象物の診断結果を記載してください。
(共通様式１）
耐震診断用 諸指標・材料強度
	
	耐震診断判定用(現状)
	耐震診断判定用(改修後)

	耐  震  性  能
	RC

造

・SRC

造
	準拠耐震診断基準
	(　次診断)
	(　次診断)

	
	
	適用(参考)図書
	
	

	
	
	使用計算

プログラム
	準備計算
	(Ver.    )
	(Ver.    )

	
	
	
	診断計算
	(Ver.    )
	(Ver.    )

	
	
	耐震判定基本指標   ES
	
	

	
	
	構造耐震判定指標   ISO
	
	

	
	
	累積強度指標   CTU・SD
	
	

	
	S

造
	準拠耐震診断基準
	(　次診断)
	(　次診断)

	
	
	適用(参考)図書
	
	

	
	
	使用計算

プログラム
	準備計算
	(Ver.    )
	(Ver.    )

	
	
	
	診断計算
	(Ver.    )
	(Ver.    )

	
	
	構造耐震判定指標   IS
	
	

	
	
	q指標


	
	

	
	共通事項
	地盤指標        G
	
	

	
	
	用途指標        U
	
	

	
	
	地域指標        Z
	
	

	
	
	地下階有無
	有・無
	(有の場合、全体または部分を記載)
	

	使  用  材  料
	コンクリート強度
	
	原設計基準強度
	現状耐震診断用
	改修設計診断強度

	
	
	階
	Fc：    kg/cm2
	Fc：   N/mm2
	Fc：        N/mm2

	
	
	階
	Fc：    kg/cm2
	Fc：   N/mm2
	Fc：        N/mm2

	
	
	
	
	

	
	鉄筋材種
（JIS規格品は強度増大可）
	
	現状 診断強度
	改修設計 診断強度

	
	
	柱主筋
	：    kg/cm2・径
	：        N/mm2

	
	
	柱帯筋
	：    kg/cm2・径 

図面@     →計算用＠
	：        N/mm2

	
	
	梁主筋
	：    kg/cm2・径
	：        N/mm2

	
	
	梁肋筋
	：    kg/cm2・径
	：        N/mm2

	
	
	壁主筋
	：    kg/cm2・径
	：        N/mm2

	
	
	
	
	

	
	鉄骨材種
	
	現状 診断強度
	改修設計 診断強度

	
	
	柱
	：    kg/cm2・径
	：        N/mm2

	
	
	梁
	：    kg/cm

2・径
	：        N/mm2

	
	
	ブレース
	：    kg/cm2・径
	：        N/mm2

	
	
	中ボルト
	：    kg/cm2・径
	

	
	
	リベット
	：    kg/cm2・径
	：        N/mm2

	
	
	HTB


	：    kg/cm2・径
	：        N/mm2

	
	
	ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ
	：    kg/cm2・径
	：        N/mm2

	
	
	
	
	

	
	改修設計新増設部材
	ｺﾝｸﾘｰﾄ
	Fc：    N/mm2
	(使用部位)

	
	
	鉄　筋


	：    N/mm2
	(使用部位)

	
	
	鉄　骨
	：    N/mm2
	(使用部位)

	
	
	特殊工法
	

	その他特記事項
	

	
	


（診断様式３）

§２　現地調査の概要　　　

2-1　調査結果
	図面等の有無
	構造図
	有　　・　　無

	
	意匠図
	有　　・　　無

	
	構造計算書
	有　　・　　無

	
	地質調査資料
	有　　・　　無

	図面照合
	柱
	整合　・　不整合
	(コメント)

※照合した程度、整合の状況等について簡潔にまとめ

ます。

※鉄骨部溶接やボルト接合部の状況についてもコメン

します。

	
	梁
	整合　・　不整合
	

	
	壁
	整合　・　不整合
	

	
	
	整合　・　不整合
	

	構 造 躯 体 調 査
	外観劣化調査

(鉄骨部材調査を含む)


	(コメント)

※調査の範囲、劣化状況を簡潔にまとめます。



	
	床レベル調査
	(コメント)

※調査位置、床の傾斜角についてまとめます。

	
	コンクリート強度

(設計基準強度：Fc=　kg/cm2)
	調査方法：　　　　　　　 調査箇所：　 　　箇所

平均強度：     N/mm2　 標準偏差：     N/mm2
推定強度：     N/mm2    ※階毎・工期毎に明示

	
	コンクリートの中性化深さ
	調査箇所：　　　　箇所

最小値  ：       mm   最大値　：       mm
平均値  ：　　　　mm

	
	鉄筋調査
（図面照合：□JIS規格品、□その他）
	配筋状態
	帯筋のフック角度：

	
	
	
	

	
	
	降伏点強度  ：                  N/mm2

	
	鉄骨調査
	降伏点強度  ：                  N/mm2

	
	EXP.Jの状況
	


注）この表は適宜欄を広げるなどして記入してください。上記以外に調査した項目(柱の傾斜角

等）についても適宜記入してください。

注）各欄の該当するものに○印、又は必要事項を記入してください。

　　 

2-2調査結果の考察　　※調査結果に対する所見を記入してください。
	

	


（別　記５）
耐震診断チェックシート（診断者用）
・「耐震診断概要書」に記載する最小限の項目を示しています。
・診断者は、下記項目について記載の有無を☑により確認し「耐震診断概要書」を作成してください。
・中項目の番号（例：1-1等）は、「耐震診断概要書の構成項目」の番号と合致しています。
・判定申込者は、委員会当日このチェックシートを持参し提示してください。
	確認者
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
§１建物の概要                                                        
	1-1一般事項（様式－１）

	①建物名称
	
	□

	②建築場所
	
	□

	③用　　途
	
	□

	④設計者等
	原設計者                    
	□
	監理者
	□

	
	施工者　　　　　　　　　　　　
	□
	診断者（構造担当者）
	□

	⑤建物規模
	敷地面積
	□
	建築面積
	□

	
	延べ面積
	□
	基準階面積
	□

	
	軒髙
	□
	最高の高さ
	□

	
	基準階階高
	□
	地階階高（塔屋階高）
	□

	⑥建物履歴
	設計年
	□
	竣工年（工期別）
	□

	
	増築・改築・補修・模様替
	□
	用途変更
	□

	
	火災
	□
	震災(過去の大地震とその被害)
	□

	
	履歴の内容
	□
	
	

	⑦構造概要
	構造種別(RC造等)
	□
	構造形式
	□

	
	階数
	□
	基礎形式
	□

	
	地業(地耐力・杭支持力(材種・径・工法))
	□
	地盤種別
	□

	
	敷地概況(埋立地、崖地等)
	□
	
	

	⑧設計図書
	意匠図
	□
	構造図
	□

	
	構造計算書
	□
	地質調査資料(現地・近隣)
	□

	
	添付図書
	□
	
	

	⑨仕上概要
(下地共)
	屋根
	□
	外壁(増コン厚)
	□

	
	天井
	□
	内壁
	□

	
	床
	□
	
	

	－チェックシート１－


	⑩その他
	垂直積雪量(設計時・診断時)
	□
	
	

	
	対象とする付属物などの記載
	□
	対象外付属物などの明示
	□

	1-2診断結果表

	①診断結果表
	（様式－２）
	□

	②耐震診断指標
	（様式－３a、－３b）
	□

	1-3添付図書

	①写真(抜粋)
	外部
	□
	内部
	□

	②意匠図
	案内図                    
	□
	配置図(診断対象範囲、EXP.J)
	□

	
	各階平面図　　　　　　　　　　　　
	□
	立面図
	□

	
	断面図
	□
	矩計図
	□

	
	診断対象部位の詳細図等
	□
	
	

	③構造図
	構造特記仕様書
	□
	各伏図(基礎・各階床)
	□

	
	全軸組図
	□
	部材リスト
	□

	
	架構詳細図
	□
	診断対象部の配筋図等
	□

	④地盤調査資料
	土質柱状図(現地)
	□
	土質柱状図(近隣)
(近隣の場合は離隔距離を記載)
	□

	(注)診断時復元図
	作成年月
	□
	作成事務所名
	□

	
	現調で定めたものは特記
	□
	推定したものは特記
	□

	§２現地調査の概要

	調査項目
	必要調査項目の記載
	□
	調査範囲を明示
	□

	2-3図面照合

	図面照合
	柱梁壁床の配置
	□
	部材断面
	□

	
	接合部(仕口・継手)
	□
	吹抜け、EXP.Jの有無
	□

	
	付属する診断対象物(煙突、塔屋、突出物等)の有無
	□

	
	図面と現地建物の不整合の有無(有の場合の取扱い)
	□

	2-4コンクリート

	①圧縮強度
	調査位置図
	□

	
	コア本数(階数・工期・工区別)は適切か(少ない場合の見解)
	□

	
	平均強度
	□
	設計基準強度
	□

	
	シュミットハンマー試験値
	□
	推定強度
	□

	②中性化
	調査位置図
	□

	
	モルタル仕上厚の有無を考慮した評価
	□

	
	供用期間中に中性化が鉄筋位置に到達する可能性の有無
	□

	－チェックシート２－

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	③ひび割れ

	調査範囲
	□
	ひび割れ図(外壁・床・内壁)
	□

	
	ひび割れ幅の区分け(0.2mm未満、0.2～1.0mm、1.0mm超)
	□

	
	構造耐力上有害なひび割れの有無
	□

	④変形調査
	柱の傾斜
	□
	
	

	2-5床レベル

	床レベル
	調査位置
	□
	
	

	
	床レベルの測定図
	□
	床の傾斜角（上下階の対比）
	□

	
	沈下によるひび割れの有無
	□
	使用上の不具合の有無
	□

	
	構造耐力上有害な不同沈下の有無
	□

	2-6荷重

	荷重
	診断用積載荷重
	□
	
	

	2-7鉄筋

	鉄筋
	調査の有無
	□
	材質（種類、JIS規格品か）
	□

	
	径、間隔
	□
	帯筋のフック角度
	□

	
	被り厚さ
	□
	錆の有無(有の場合の見解)
	□

	2-8鉄骨

	鉄骨
	調査の有無
	□
	材質
	□

	
	部材断面
	□
	接合部(仕口、継手)
	□

	
	溶接
	□
	変形
	□

	
	錆の有無(有の場合の見解)
	□
	
	□
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調査した部位の写真は、撮影部分を表示し説明を記入する。
経年指標値の算定表は、「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準同解説」P24
表８の①～③覧を適用する。
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